
１　対象地区の現状

２　対象地区の概要

３　対象地区の課題

４  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　【　知念Ｂ地区（久手堅・安座真・知名・海野・久原・久高地域）　】
　この地区の農地利用は、（ 表１ ）の中心経営体である認定農業者と認定新規就農者、基本構想水準到達者が担うほか、
小作を希望する認定農業者や認定新規就農者の受入れを促進することにより対応していく。

　アンケート調査②「地域の農業を１０年後も持続可能なものとするためにはどうしたらよいと思うか」という問に対して、「地
域内の担い手に農地を集積させる」への回答が３０％となっている。このことから、地域内の担い手の確保と、担い手への農
地の集積化に力を入れていきたい。

　アンケート調査②「地域の農業を１０年後も持続可能なものとするためにはどうしたらよいと思うか」という問に対して、「地
域内の新規就農者に対する支援を充実させる」への回答が３８％となっている。このことから、新規就農者の受け入れを促
進していきたい。

　　農地中間管理事業を活用し、認定農業者と認定新規就農者に農地を集積すると同時に、中心経営体になりうる担い手
または新たな中心経営体による農地の集約も図る。

※１　南城市の拠点品目は、①サヤインゲン　②ゴーヤー　③薬用植物　④オクラ　⑤マンゴー　の５つ。

　【　知念Ａ地区（志喜屋・山里・具志堅・知念・吉富地域）　】
　この地区の農地利用は、（ 表１ ）の中心経営体である認定農業者と認定新規就農者、基本構想水準到達者が担うほか、
小作を希望する認定農業者や認定新規就農者の受入れを促進することにより対応していく。

③地区内における７５才以上の農業者の耕作面積の合計 ８０ ｈａ

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計 ９ ｈａ

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計 １０ ｈａ

④地区内における中心経営体の耕作面積の合計 ８ ｈａ

　知念地区は、農村から形成される地域であり、沖縄民族の発祥の地と知られ、神話の島としても有名な久高島や、平成12
年に世界文化遺産に登録された斎場御嶽など、多くの歴史文化財が分布している。農地において平坦部は、土地改良事業
等の整備はほぼ完了している。拠点品目※１の他にクレソンの産地として知られている地域である。また、志喜屋漁港や海野
漁港もあることから漁業が盛んな地域でもある。

　高齢農家が多く、兼業農家も多い。地区全体で高齢化が進行しており、１０年後には農地の約半数が７５歳以上となる。今
後は、土地改良事業の完了地区において、農業用水の安定確保を図り生産性の向上と地域農業の持続的発展を図る必要
がある。
　地域の話合いに代わるアンケート調査（以下、「アンケート調査②」と記載）では「１０年後の地域の農地はどのようになって
いると思うか」という問に対して「耕作放棄地が増加」「後継者不足、担い手の高齢化が深刻になっている」と回答した方が半
数を占める。これらのことから、遊休農地の増加が課題となってくるため新たな受け手の確保が必要。また、地域全体で斜
面地が多く、１筆が小さいためまとまった農地利用が困難である。農地の利用活性化のためには、農地の集積化が課題と
なっている。

（備考）

ⅱ　うち「農地を継続して貸す」と回答した農地所有者の農地面積 ３３ ｈａ

ⅲ　うち「貸したい」「売りたい」と回答した農地所有者の農地面積 ２５ ｈａ

①地区内の耕作面積 ２６２ ｈａ

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計 １６３ ｈａ

ⅰ　うち「自分で耕作する」と回答した農地所有者の農地面積 ４４ ｈａ

南城市 知念地区 令和4年3月2日 令和3年3月2日

ⅰ　うち「後継者に委譲する」と回答した農地所有者の農地面積 １５ ｈａ

市町村名 対象地区名 作成年月日 直近の更新年月日

実質化された人・農地プラン



５　知念地区における中心経営体の状況

　（ 表１ ）

※２　基本構想水準到達者とは、終期を迎えた認定農業者のうち、再認定をうけなかったものの従前の

　　　経営面積を維持又は拡大している経営体。または、終期を迎えた認定新規就農者のうち認定農業

　　　者の平均経営面積以上の経営を行っている経営体のこと。

⑤基本構想水準到達者※2

⑥上記に該当しない中心経営体

A地区 B地区

4 経営体

3 経営体

0 経営体

3 経営体

0 経営体

①認定農業者

②認定新規就農者

③他市町村の認定農業者

④他市町村の認定新規就農者

5 経営体

3 経営体

1 経営体

0 経営体

0 経営体

2 経営体

7 経営体



（ 表２ ）　中心経営体 ― 知念地区 ―

1 ha ha

2 ha ha

3 ha ha

4 ha ha

5 ha ha

6 ha ha

7 ha ha

8 ha ha Ａ地区

9 ha ha

10 ha ha Ａ地区

11 ha Ａ地区

12 ha ha Ａ、Ｂ地区

13 ha ha

14 ha ha

15 ha ha

16 ha ha

17 ha ha Ａ地区

18 ha ha Ａ、Ｂ地区

19 ha ha Ｂ地区

20 ha ha Ａ地区

21 ha ha Ｂ地区

22 ha ha Ｂ地区

23 ha ha Ａ地区

24 ha ha Ｂ地区

25 ha ha Ｂ地区

26 ha ha

ha ha

認就 野菜+花卉 0.50Z 野菜+花卉 0.70 Ａ地区 山里、志喜屋

到達 A 野菜+果樹 0.26 野菜+果樹 0.26 Ｂ地区 久原

経営作目 経営面積 経営作目 経営面積
農業を営む

範囲
農業を営む範囲（詳細）

属性
農業者

（氏名・名称）

現状 今後の農地の引受けの意向 備考

Ａ地区 山里、志喜屋

C 穀物 0.16 穀物 0.16 Ａ地区 吉富、志喜屋

到達 B 野菜 0.38 野菜 0.38

Ａ地区 知念

E 野菜 0.19 野菜 0.40 Ｂ地区 知名

D 野菜 0.29 野菜 0.29

Ａ地区 志喜屋

到達 G 野菜 0.73 野菜 0.73 Ａ地区 志喜屋

F 野菜 0.14 野菜 0.30

認農 酪農 1.86 酪農 5.00 知念、志喜屋、山里

知念

認就 I 野菜 0.32 野菜 0.40 Ａ地区 知念

認農法 H 薬用植物 0.36 薬用植物 3.00

J

山里

認農 サトウキビ 3.36 サトウキビ 4.00 知念、吉富、久手堅、知名

到達 K 野菜 0.46 野菜 0.50

L

Ｂ地区 知名、安座真

N 野菜 0.29 野菜 0.29 Ｂ地区 久原

M サトウキビ 0.45 サトウキビ 0.51

Ｂ地区 知名、安座真

P 肉用牛 1.08 肉用牛 1.08 Ｂ地区 知名、安座真

O 野菜 0.58 野菜 0.58

山里、具志堅、志喜屋

認農法 R 養鶏+野菜 0.29 養鶏+野菜 0.53 具志堅・知名・志喜屋

認就 Q 野菜 0.23 野菜 0.61

安座真

T 野菜 0.58 野菜 0.60 知念

認就 S 肉用牛 ‐ 肉用牛 ‐

0.48

野菜 0.07 野菜 0.20 久原

久原

V 肉用牛 0.11 肉用牛 0.11 知名、久原

U 果樹+野菜 0.05 果樹+野菜 0.20

26 経営体 13.4 21.6

№

計

注１：「属性」欄には、個人の認定農業者は「認農」、法人の認定農業者は「認農法」、認定新規就農者は「認就」、法人化や農地集積を行うことが確実であると
　　　 市町村が判断する集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」と記載します。

注２：「今後の農地の引受けの意向」欄については、現状からおおむね５年から10年後の意向を記載します。

注３：「経営面積」欄には、プランの対象地区内における中心経営体の経営面積を記載します。

注４：個人が特定される恐れのある「農業者（氏名・名称）」と「農業を営む範囲（詳細）」は伏せて表示しております。

知念

認農法 Y 野菜 0.14 野菜 0.27 久原

到達 X

W サトウキビ 0.48 サトウキビ

非

公

表



６　知念地区内における農家からの意見（地域の話合いに代わるアンケート調査より）

　似ている意見はまとめて記載しております。

　後継者不足が深刻であり、将来への見通しがない。

　補助政策の強化を望む。

　定年後に新規就農できるように支援してほしい。

　市が中心になってハウス等を補助事業として充実させること。

　農地集積だけでなく、農業継続できるような施策を計画して実行してほしい。

　知念・吉富地区の農業用水の早急な整備を求める。土地改良区に灌漑排水を設置してほしい。

　災害に強いビニールハウス施設の補助事業を増やしてほしい。

　農業所得向上のための施策等を充実させてほしい。

　生産性の高い作目への転換等を推進する必要がある。

　農地の近くの排水を整備すること。

　農地の有効利用、農地の集積を行い農業生産法人や新規就農者に利用させる。

　海の近くだと井戸を掘っても海水が混ざっていて使えない。灌漑用水を整備して水の確保ができるようにしてほしい。

〈　久高地区　〉 ※区長による聞き取りでの地域の意見

　農地の面積が小規模のため、自給自足をするだけの耕作しかできない。よって、大型農業を目指す（土地改良が不可欠）。

　大型化して区分けをし、安価で賃貸を行い農業を活発化させる。

　久高島特有の糖度の高いサトウキビを栽培し、独自で黒糖を造りフレッシュジュースを作る。それを観光客に経験・体験さ
　せて土産品として販売に至れば、将来性が見込める。

　農地憲章で「農地」に色々と制約があり、将来的な農業を構築するには多少の問題を抱える

　農業（耕作）をする時期は、夏場の暑い時期を避けてほとんどの人が10月～7月である。

　久高島における主な農産物は、大根・人参・かぼちゃ・玉ねぎ・らっきょう・豆類・スイカ等である。

　国・県・市から何らかの補助金等が充当されれば将来的な展望としては見込みがある。

　農業を営んでいる人でも、農業を本格的に取り組んでいる（生計を立てられるくらいの収入がある）のは、見聞きした中でも
　極僅かである。

　耕作をする人も、若い人の継承者は中々現れない。これも、生計が立てられないことが要因と考えれられる。

　現在の耕作者はほとんど高齢者（最高齢90歳）で、島の集落に近い田畑で遠距離までは出掛けない。よって、集落から遠
　い農地は山林に近い状況となっている。


